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＊厚生労働省の調整により、日本医師会をはじめとする医療界などと患者団体

などとが合意し、「医療事故調査制度ガイドライン」がまとまり、10月の施

行に向けて新たな推進ができることに期待する。 

＊医療事故調査社会から信頼される制度とするよう、この１０年間、医療界を

中心に自律的に真摯に努力されてこられた日本医療安全調査機構、産科医療

補償制度等の関係者に、心から敬意を表します。 

 この実績と経験が、事故調査に活かされ、医療の安全と信頼向上、再発防止

がはかられるよう、医療事故被害者として、切に願っています。 

＊「公正性などが保証された国民に信頼される医療事故調査制度、すなわち医

療事故の原因究明・再発防止を行い、日本の医療の安全と質の向上に資する

ことを目的にする医療事故調査」がようやく立ち上がることに期待している。

医療者はもちろん国民がこの目的達成に向け、共同して進んでいく必要があ

る。 

＊事故調査制度は国民の信頼を得られるものでなければならない。それは、今

般の院内調査を中心とする医療事故調査制度も同様である。そのためには、

医療界・医療者が調査過程で自発性・自律性・自浄性をいかに発揮するかに

かかっている。 

＊医療事故の定義にもとづく医療事故死亡者数をしっかりとつかみ、その数字

を少しでも減らすことは「医療安全」の向上に最も重要な取り組みである。  

＊日本医師会を中心とする支援団体ならびに新たに設立する第三者機関である

支援センターなどを早く具体化しなければならない。そして、院内事故調査

と第三者機関の二つの仕組みが連携・協力する新しい制度が動き、かつ、医

療者が正直に対応するようになり、かかる医療者にとって不利益にならない

仕組み・環境が醸成されることにより、医療安全と医療の質が一層向上する

ものと考える。  

 



＊事故発生後の被害者・家族への対応において次の二つが重要である。  

 

 

 

 

 

＊国民に信頼される公正な医療事故調査制度を実現するために、院内事故調査

を基盤とする医療事故調査制度の運用ガイドラインにおいて具体化すべき重

要課題がある。主な５つの課題を次に示す。 

１．調査範囲：  

届出を要する事故の範囲について「発生を予期しなかったものに限る」とし

ている。大半の事故事案が合併症とされてしまい届出されないのではないか

と危惧を抱く。事故被害者遺族が「発生を予期しなかったもの」も調査対象

として検討し、再発防止のためにも、多くの事案が報告されることが望まし

い。 

２．事故事案につき相談できる窓口の設置：  

医療機関が届出しない事案などを遺族や当該機関職員が相談できる窓口を

設置する。この窓口で受け付け、内容をスクリーニングし、届出が適当な事

案では当該医療機関に対し届出を促す。  

３．調査メンバー：  

患者側で活動する弁護士、医療事故被害者で医療安全に取り組む者の参加を

必須とする。また、必要と認められる事案では、医療者以外の医療機器・シ

ステム専門家の参加も必須とする。  

４．仕組み：  

透明性、専門性を確保し調査の信頼性をたかめるために支援団体を都道府県

単位で構築するものの、具体的な運用においてはもっと広いエリア（ブロッ

ク）を単位とする連携調査体制を敷き、全国的な調査の均一性が早期に実現

できること。  

５．調査費用・公的な財源投入：  

院内調査と第三者機関の運営に公的費用補助を行い、国として医療事故防止

に真剣に取り組むこと。 

以  上  

１） 事故発生直後に被害者・家族への適時適切な情報提供（カルテなど）と 

事実経過の共有を図ること。  

２） 医療機関は事故の原因調査・再発防止策を記録した事故調査報告書を 

希望する被害者・家族に手交して、丁寧に説明すること。  

 


